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1． はじめに 

交通施設の整備や改善，交通需要予測などの面

から考えて，交通行動の変化を分析することは非

常に重要である．このような変化を分析するため

には，それに中長期的に影響を与える要素も含め

て考えることが望ましい．本研究では「コーホー

ト」と「都市類型」という 2 つの要素に着目し，

近畿都市圏のおける交通行動の変容を分析する． 

「コーホート」とは，単なる年齢を意味する「加

齢」や特定の時点を意味する「時代」とは区別さ

れるものであり，しばしば「世代」と捉えられて

きたものである．コーホートを共有する人々は，

同じ時代に同じ年齢を経験するため，ある種の共

通性を持つ．世代間には時代時代で経験した空気

や風潮に違いがあり，そのことが交通行動にも変

化を与えると考えられる． 

コーホートの概念は，これまで交通行動分析で

用いられることが少なかったが，遠藤ら1）は，集

計パネルデータを用いてライフスタイルの変化

が交通行動に及ぼす影響を確認，コーホート効果

の存在を示している．また，藤井ら2）は交通行動

について時系列分析を行い，コーホート，加齢，

時代効果を示している．本研究ではパーソントリ

ップ調査データ（以下，PTデータ）を用いて非集

計モデルを構築することにより，実際にどの程度

コーホート効果が交通行動に影響を及ぼしてい

るのかを定量的に把握する． 

個人属性に加え，社会環境が交通行動に影響を

与えるという観点からは，コーホートという時間

的共通性の他に，空間的共通性に着目することが

重要となる．居住地という空間的社会環境が，個

人の生活様式，交通行動と密接な関係があること

は容易に想像できる． 

以上を踏まえ，本研究では第 1回（1970）～第

4回（2000）京阪神 PTデータを用い，自動車利用

に焦点をあて交通行動の分析を行う．分析に当た

り，時間的共通性であるコーホートによる交通行

動の差異を定量的に把握するとともに，空間的共

通性である居住地特性を要因として用いる．これ

らによって，交通行動の変化をより意味のある形

で把握するとともに，将来の交通行動について予

測可能な形で分析を行うことを，本研究の目的と

する． 
 

2．コーホートに着目した交通行動分析 

本節では，京阪神都市圏全体の交通行動が経年

的にどのように変化していったかを把握するた

め，総旅行時間と自動車利用率をコーホート毎に

集計した．コーホートの年齢の区切りは 10 歳ず

つになるよう（ただし団塊の世代のみ 5歳区切り），

全部で 11のコーホートを定義した（図 1参照）．

また，集計結果は，縦軸に各交通行動指標を，横

軸に年齢をとって示している．年齢を横軸にとっ

ているため，各々の世代の曲線を辿ることにより，

加齢とともに交通行動が経時的にどう変化した

かが世代毎に見て取れる． 

図 1 は，総旅行時間及び自動車利用率（自動車

を利用したトリップ数 / 全トリップ数）を集計

したグラフである．集計結果より，総旅行時間は

世代に関係なく，ほぼ同一の曲線を描いているこ

とが分かる．すなわち，世代に関係なく，20歳の

ところでピークを迎え，30 歳から 50 歳までは一

定値で推移し，60歳を過ぎたあたりから急激に総

旅行時間が減少している．このことにより，世代

間で総旅行時間にそれほど差異はなく，加齢によ

る影響が強いと考えられる．また，時代による総

旅行時間の増減も少ないことが分かる． 
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次に，自動車利用率についての集計結果を見る

と，世代によって異なった曲線を描いていること

が分かる．すなわち，老年世代では自動車利用率

が低く，若い世代ほど自動車利用率が高くなって

いる．例えば，50 歳での自動車利用率を見ると，

老年世代である 1916-1925 年生まれの世代の利用

率が 12％であるのに対して，団塊の世代は 38％

と，実に 3 倍強の値をとっていることが分かる．

このように，京阪神都市圏では若い世代ほど自動

車を利用する割合が増加しているのである． 

図 2 都市類型別交通エネルギー消費量の経年的変化 
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3．コーホート及び都市類型に基づく交通行動分析 

本研究では，福井ら4）の 5つのセグメントに基

づき，対象とする京阪神都市圏の 194市区町村を

3 つの都市類型に集約する．すなわち，福井らが

用いた“商業都市”“混合集積都市”の 2 つのセ

グメントを「都心部」，“衛星都市”を「郊外」と

した．また，“自立都市”“未都市化地域”を「未

都市化地域」とみなした．これら 3つの都市類型

を用いて，世代毎の自動車利用に関する以下の指

標について，経年的変化に分析を加えた． 

(1)交通エネルギー消費量 

交通エネルギー消費量の算出は，式(1)のように

各端末交通手段毎の移動時間に平均速度と各消

費原単位を乗じたものの和を用いた．代表交通機

関ではなく，端末交通手段を考慮することで，よ

り正確に交通エネルギー消費量が算出できると

考えられる．なお，各交通手段の平均速度は，松

橋ら5）の平均速度（表 1）を用い，各運輸エネル

ギー原単位については表 2の値を用いた． 

【交通エネルギー消費量の算出方法】 

Σ Ei= Σ Ti*Vn*en   (1) 

i番目の端末交通手段の移動時間：Ti（時間） 

交通手段別平均速度：Vn（km / 時間） 

機関別運輸エネルギー原単位：en（kcal / 人・km） 
表 1  松橋による各交通手段の平均速度 

交通手段 平均速度（km / 時） 

二輪 23 

タクシー 20 

乗用車 21 

路線バス 16 

鉄道 40 
 

表 2  各時点における運輸エネルギー消費量 

自家用 営業用 ※原動機付
年次 

乗用車 自動車
バス 鉄道 

二輪 

1970 373 1012 116 48 158

1980 544 1151 122 48 158

1990 488 1528 145 48 158

2000 582 1271 158 49 158

（単位は kcal/人・km）
出典：EDMCエネルギー・経済統計要覧 20036）

※原動機付二輪の消費原単位は川端ら7）による推計値を使用

【注】山下の定義 3）に基づき，1936-45 年生まれの世代を“熟年世代”，  1946-1950

年生まれの世代を“団塊世代”，1951-1960 年生まれの世代を“平成ニューファミリー

世代”，1961-70 年生まれの世代を“新人類世代”とする．  
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図 1 総旅行時間及び自動車利用率の経年的変化 

 

都心部，未都市化地域の 2 つの都市類型毎に，

交通エネルギー消費量を集計した結果を図 2に示

す．まず，都心部の交通エネルギー消費量を見る

と，各世代を通じて，ほぼ同様の移り変わりをし

ていることが分かる．それに対して，未都市化地

域の交通エネルギー消費量の変遷を見ると，都心

部よりも各世代ともに高い値を取っていること

が分かる．また，若い世代ほどエネルギー消費量

が増大している． 

さて，それではどのような要因が交通エネルギ

ー消費量を増大させるのであろうか．その要因を

探るべく，式(2)のようなモデル式を構築した．  



XY kji CPA
ij βµµµµ ++++=   (2) 

ここで， 

ijY ；第 j 時代区分の第 i 年齢区分について観測された数量， 
µ ：総平均効果， ：加齢効果， ：時代効果， iAµ jPµ

kCµ ：コウホート効果， β ：パラメータ推定値， 
X ：個人属性に関する説明変数ベクトル（男性 D，就業 D，就
学 D，主婦 D，免許保有 D，自動車保有 D の 6 つのダミー変数） 
 
このモデルの特長として，個人属性の説明変数

だけでなく，各コーホートダミーや時代ダミーを

説明変数にしたことが挙げられる．これにより，

各コーホート間の交通エネルギー消費量の差異

を適確に見て取れるようになる． 

このモデルを用いて都市類型別にモデルを構

築し，そのパラメータを比較した．モデル推定結

果のうち，パラメータ推定値の大きなものを図 3

に示す．結果より，いずれの都市類型でも交通エ

ネルギー消費量に最も大きな影響を与えている

のは自動車免許保有であることが示された．次に

時代効果に目を向けると，1980年，1990年，2000

年と時代ともにマイナスの効果が強くなってい

ることが分かる．世代効果を見ると，熟年世代と

団塊の世代のパラメータ値が大きいことが分か

る． 

図 3 交通エネルギー消費量の影響度の比較 

自動車免許保有の影響度

46.0

48.0

50.0

52.0

54.0

56.0

58.0

60.0

62.0

都心部 郊外 未都市化

時代の影響度

-8.0
-6.0
-4.0
-2.0
0.0
2.0
4.0
6.0
8.0

都心部 郊外 未都市化

80年代ダミー 90年代ダミー 00年代ダミー

コーホートの影響度

-20.0

-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

都心部 郊外 未都市化

1905年以前生まれ

1906-1915年生まれ

1916-1925年生まれ

1926-1935年生まれ

熟年世代

団塊世代

平成ニューファミリー世代

新人類世代

1971-1980年生まれ

1981-1990年生まれ

1991-2000年生まれ

 
 

これらより，都市類型によらず自動車免許保有

が交通エネルギー消費量の増大に大きな影響を

及ぼし，その影響度は未都市化地域，郊外，都心

部の順に高いことが示された．また，都心部にお

いて時代とともに交通エネルギー消費量が減少

しており，公共交通の発達がモータリゼーション

の進展に歯止めをかけていることが示唆される

結果となった．さらに，すべての都市類型で，熟

年世代及び団塊の世代の効果が交通エネルギー

消費量に対して正の値をとっていることがわか

る．一方で，団塊世代以降の世代効果がマイナス

の値をとっている．これは，近年のモータリゼー

ションの陳腐化を示唆していると言えよう． 

(2)自動車免許保有 

交通エネルギー消費量に最も大きな影響を与

えている要因は自動車免許保有であり，加齢その

他の効果は小さかった．このことから，自動車免

許保有に関する分析を行うことが重要であると

考えられる．そこで，都市類型毎に世代別自動車

免許保有率の分析を行った． 
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図 4 都市類型別自動車免許保有率の経年的変化  

集計結果（図 4）より，免許保有率は都市類型

よらず，ほぼ同じ曲線を描いていることが分か

．すなわち，都心部であれ，未都市化地域であ

，老年世代よりも若い世代の方が自動車保有率

高くなるのである．しかし，免許保有の上昇の

子には都市類型によって多少の差異がある．す

わち，モータリゼーションが都心部ではなく，

の外延部の地域において，より急速に進行して

ることが分かるのである． 

さらに自動車免許保有に影響を与えている要
とその影響度を調べるため，都市類型別に自動

免許保有についてのオーダードプロビットモ

ルを構築し，推定を行った．推定結果のうち，

に加齢効果，時代効果及び世代効果の影響度を

5に示す．図 5を見ると，各加齢ダミーのパラ

ータ推定値は都市類型によらず，ほぼ同じ値を

ることが分かる．次に，時代効果はすべての都

類型で時代を経るごとに大きくなっており，パ



ラメータ推定値の増加の様子は都市類型によっ

て差異があることが分かる．すなわち，都心部よ

りも郊外及び未都市化地域の時代効果の方が，自

動車免許保有に与える影響が大きいことが分か

るのである．これは，都心部に比べて公共交通が

疎である地域と考えられる未都市化地域では，時

代とともに自動車の依存度が高くなっているこ

とを示唆している．最後に，世代効果は，加齢効

果同様，都市類型間での差異が非常に少ない．す

なわち，都市類型によらず，1905年以前生まれの

世代から新人類世代まで，世代が若くなるほど世

代効果は増大し，新人類世代より若い世代になる

と世代効果は徐々に減少していることが分かる

のである．これは，交通エネルギー消費量の推定

結果同様，モータリゼーションの陳腐化を支持す

る結果となっている．また，未都市化地域では，

このような現象は見られず，今後もさらに自動車

依存が高くなることが予想される． 
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である IPF手法を用いれば，結婚や出産などのラ

イフステージの変化も考慮に入れた予測が可能

となるであろう． 

もちろん，この予測は様々な前提つき，条件付

のものとなるが，新たな交通需要予測手法となる

可能性を秘めている． 
 
5．まとめ 

本研究では，自動車利用の変化に影響を与えた

要因とその影響度を探るべく，コーホート及び都

市類型に着目した交通行動の集計及び重回帰分

析を行った．分析の結果，コーホート間の自動車

利用の差異が定量的に把握できた．さらに，自動

車利用に大きな影響を与えている要因が自動車

免許保有であることが分かった．このことから，

若い世代は自動車免許保有率が高いが故に自動

車利用が増加していると言える．その一方で，若

い世代でのモータリゼーションの陳腐化という

現象も見受けられた．また，都市類型によっても，

自動車利用の為され方に大きな差異があった．こ

れらの分析結果は，モータリゼーションの進行が

京阪神都市圏全体で一様ではなく，都心部から離

れるほど顕著であったことを示している． 

本研究によって，過去 30 年における京阪神都

市圏の都市交通の変遷を時間的，空間的に把握す

ることができた．さらに，分析の際，都市類型に

よる効果，コーホート効果を考慮することで，自

動車利用の変容を定量的に把握するできた．この

分析結果は，近未来における都市交通の変遷をも
 

交通エネルギー消費量の将来予測に向けて 

.で行った交通エネルギー消費量のモデルを

れば，おおまかな将来予測が行える．例えば，

0 年の 67 歳の交通エネルギー消費量は，以下

算方法で求められる． 

平均）+（2010年の時代効果）+（熟年世代の

ホート効果）+（65-69 歳の加齢効果）+（個

性の効果）＝（理論値） 

だし，将来の時代効果が分からない上，その

属性も変化（例えば職業の変化）している可

があるため，予測には困難を伴う．個人属性

化については，世帯シミュレーションフロー

予測する際の一助となることが期待される． 
図 5 自動車免許保有に与える影響度の比較 
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